
事業企画戦略室会議 （平成 27 年度第6回） 

議 事 録

2016 年 3 月 4 日 (金) 開催 

時 間 10:00～12:00 場 所 地盤工学会 3階中会議室 

大 林 淳 室 長 ○ 保 高 徹 生 幹 事 ○ 高 梨 俊 行 室 員 ○ 

小 林 孝 彰 室 員 ○ 並 河 努 室 員 × 南 部 い づ み 室 員 ○ 

堀 雅 明 室 員 ○ 渡 邉 康 司 室 員 × 渡 邊 保 貴 室 員 ○ 

小 川 和 也 室 員 × 坂 梨 利 男 室 員 ○ 本田眞オブザーバー ○ 

事 務局：松 本雅 樹 × 事務局：伊佐治敬 ○ 

○：出席 ×：欠席 △：未定 

【議 題】 

議事録担当者の選出 → 渡邊 室員 

１．前回議事録の確認（堀室員） 【別紙－1】 

承認された。 

２．理事会報告 【別紙－2】 

・ダイバーシティ会費減免について，シニアの取り扱いも含めて再検討 

・第 52 回地盤工学研究発表会は平成 29 年 7 月 12 日～14 日に大学以外の施設を利用して実施する

予定 

・GIZ2016(ATC10 主催)の開催が決定 

・電子図書室検察システムにおいて全文検索機能の不具合があり，対応を審議中 

・第 52 回地盤工学研究発表会は会場確保の都合によりディスカッションセッションの開催休止を審

議中 

・文部科学省「福島第一原子力発電所構内環境評価・デブリ取出しから廃炉まで」受託業務におけ

る地盤工学会での雇用者の呼称(研究担当・若手研究担当)について提案・了承がなされた。 

・ベトナム地盤工学会主催「Geotech Hanoi 2016」への共催が了承された。 

・モンゴルから JGS への入会希望者の会費減免について，規則に基づいて会費(正会員)免除するこ

とが了承された。 

３．【審議事項】活動報告シート:事業企画戦略室の担当項目の確認 【別紙－3】 

各担当の進捗を確認および報告事項（★は報告あり） 

3 月 15 日理事会提出予定 

1 委員会レビュー ・・・・・・・・・ 小林 

特に報告なし 

7 会員の積極的勧誘 ・・・・・・・・ 渡邉(康)、渡邊(保) 

次回委員会までに検討する。 

8 会員になりたくなるメリット ・・・ 渡邉(康)、渡邊(保) 

次回委員会までに検討する。 

9 広告収入のあり方 ・・・・・・・・ ★大林、高梨 

広告代理店へのヒアリング結果について報告がなされた。 

・広告代理店としては電子化により広告価値が下がることへの懸念がある。 

・電子化の特性を活かし，広告を出したくなるアイデア，広告増加策が要る。 

・地盤工学研究発表会実行委員会では大会 HP にバナー広告を掲載予定 

・電子化 WG，事業企画戦略室にて引き続き検討し，今後，公益出版部会へ情報提供す

ることとなった。 

10 他学会・広域分野への展開 ・・・・ ★大林、小川 

防災学術連携体の活動について紹介がなされた。 

17 電子化全体を総括検討 ・・・・・・ ★並河、保高、坂梨 
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(4.電子化 WG の活動内容(審議事項)の中で報告・検討) 

 

25 教員向け技術講習会への参画 ・・・ ★堀、南部 

教員免許更新制について報告がなされた。 

・年間 10 万人ほどの需要がある。 

・過去の例を参考にすると，受講料による収入から講師への謝礼・交通費・所印刷費

等を差し引いた時に黒字になる可能性はある。 

・JGS 講習会の延長線上と位置付けて実現できる可能性はあるか，技術普及委員会(渡

邉室員)に意見を求める。 

   

４．【審議事項】電子化 WG の活動内容について 【別紙－4】 

第 1回電子化 WG の内容について保高幹事長より報告がなされた。 

・電子版発刊の対象に若手と女性に類する会費減免対象者(約 400 名)を加えてはどうか。 

・特別会員への発送分はどのように扱うのか。 

・J-stage Light を利用する場合，広告を載せることはできない。 

・学会誌に全文検索はなくてもよいのではないか。目次で十分かもしれない。電子版であれば全文

検索以外にも記事を絞り込み検索する方法はあると思われる。 

 

 

５．【審議事項】中長期計画の準備について 【別紙－5】 

 前回会議の申し送り  

・誰に向けたビジョンなのかを明確でない面がある 

・社会に向けた発進であれば、内部の事情を細かく出す必要はないように思える 

・組織変更のスパンと中長期計画の見直しのスパンがあわない状況となるので、継続できる理念的

なものを示すことも考える 

・５月を目途にというように期限をきって、ビジョンの出し方を検討する。 

・活動報告シートを複数回集約することで、中長期ビジョンの評価を埋められることも考えられる

（大林室長に整理いただく）。 

・中長期の課題に加えるものがないか各室員で持ち帰り検討する。（原発廃炉といった社会背景の変

化や社会貢献といった観点が考えられる） 

 

→今後，中長期ビジョンについて進め方を含め現状・課題の追記等をメールベースで進める。 

→活動報告シートとの紐付けを行う(大林室長)。 

 

６．その他 
 １）第６回事業企画戦略室会議の開催日確認：平成 28 年 4 月 21 日（木）15:00～17:00 

 ２）次回理事会への提案事項 

・審議事項： 

・報告事項： 

2



 (平 28.3.15 理事会 議事録案)  1 

公益社団法人地盤工学会 平成27年度 第12回 理 事 会 

議 事 録 案 

【事務局】： 

永田次長兼総務・出版事業TL，内藤総務・出版事業TL，伊佐治調査基準・技術推進TL，長尾調査基準・技術推進TL 

注）○：出席、◎：WEB出席、×：欠席 

＊理事会の議長は、定款第34条第1項に則り、理事出席者が定足数（10名、定員18名の過半数）を満足している事を確認し、理事

会が成立することを報告した。 

＊理事会の議長は、定款第33条第2項に則り、東畑郁生 会長があたり、議事録署名者は、定款第35条第2項に則り、東畑郁生 会

長、熊谷茂一 監事、松下克也 監事とし、議事録作成は 松本樹典 理事が担当した。 

＊＊ ★は各議題（審議・報告の各案件）についての論点・要点などを明確にするための説明文言（コメント）。 

議  題： 

  議 事 録 確 認 

１．理事会議事録（案）（H28/2/24） 〔別紙－1〕pp. 1-4 

◆ 上記の議事録について、書面による確認を行い、満場一致で承認された。 

 審 議 事 項 

 Ⅰ 会員・支部部  

１．新規入会希望者（平成28年3月1日入会） 〔別紙－2〕pp. 5-10 

◆ 佐藤会員・支部部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

２．ダイバーシティのための会費減免申込者（H28.3） 〔別紙－3〕p.12 

◆佐藤会員・支部部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 Ⅱ 調査・研究部 

１．新規研究委員会の設立 〔別紙－23〕pp. 121-122 当日配布 

◆中田調査・研究部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 Ⅲ 公益出版部 

日  時 ： 平成28年3月15日（火） 14：30～16：40 場 所： JGS会館会議室 

出席者 ： 

東畑 郁生 会  長  ◎ 宮田 喜壽 総務部長 ○ 中村 裕昭 専務理事  ○ 熊谷 茂一 監  事  ○ 

風間 基樹 副 会 長  ○ 

(公益出版，総務担当) 

佐藤 研一 会員・支部部長 ○ 中山 健二 理 事  ○ 松下 克也 監 事  ○ 

大林  淳 事業企画戦略室長 ○ 田中 真弓 理 事  ○ 

大谷  順 副 会 長  ○ 

(調査研究・基準事業担当) 

勝見  武 国際部長  ○ 田中耕太郎 理   事  ○ 

並河  努 公益出版部長  ○ 渦岡 良介 理  事   ○ 

古屋  弘 副 会 長  ○ 

(技術推進事業担当) 

中田 幸男 調査・研究部長  ○ 山下  聡 理  事   ○ 村上  章ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ ○ 

大河原正文 基準部長    ○ 松本 樹典 理  事   ○ 古関潤一 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ × 

別紙－２
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 Ⅳ 基 準 部 

１．新規制定基準案「過酸化水素水による土及び岩石の酸性化可能性試験方法」 〔別紙－4〕pp. 12-18 

◆大河原基準部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 

２．JIS 原案作成委員会構成の基本方針について 〔別紙－5〕pp. 19-23 

◆大河原基準部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

◆東畑会長から「各JIS制定毎にJIS原案委員会を新たにたちあげるのか？」との質問があり、大河原基準部長から「各JIS制定の

内容に合わせて、担当委員を依頼する」との回答があった。 

 

３．「平成27年度技能試験報告会」の開催 〔別紙－6〕p. 24 

◆大河原基準部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 

４．所管委員会委員長の交代 

 ・室内試験規格・基準委員会 

   川﨑 了 委員長（北海道大学大学院工学研究院）→ 豊田 浩史 氏（長岡技術科学大学環境・建設系） 

 ・地盤調査規格・基準委員会 

   利藤 房男 委員長（応用地質(株)エンジニアリング本部）→ 末政 直晃 氏（東京都市大学工学部） 

◆大河原基準部長から説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 

 Ⅴ 事業企画戦略室 

 

Ⅵ 国 際 部    

１．国際講演会開催について                                        〔別紙－24〕p.123 当日配布 

◆勝見国際部長から2件の国際講演会開催について説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

 

２．TC204 国内委員会の設置について                                    〔別紙－25〕p.124 当日配布 

◆勝見国際部長からTC204(Underground construction in soft ground)国内委員会の設置について説明があり、満場一致で原案どお

り承認可決された。 

 

 

 Ⅶ 総 務 部 

１．平成28年度最終（第四次）予算（案）（本部・支部）                           〔別紙－26〕pp.125-136当日配布 

◆宮田総務部長及び中山理事から平成28年度最終（第四次）予算（案）（本部・支部）について説明があり、満場一致で原案どおり

承認可決された。 

◆中田調査・研究部長から，「H29 年度からも H28 年度の予算方針を踏襲するのか？」との質問があり，宮田総務部長から「今後 10

年を見越した長期的予算計画を示したい。」との回答があった。 

◆基準英訳については，国際部，総務部，基準部で相談し，必要であれば国際活動奨励事業積立資金を取り崩すことが確認された。

但し，東畑会長から，「基準英訳については，できるだけ寄付を募り，国際活動奨励事業積立資金の取り崩しを極力抑えたい。」

との発言があった。 

 

２．平成28年度事業計画「まえぶん及び本文」（本部関係＋支部関係）   〔別紙－7〕pp. 25-41 

（3月9日配布資料ｐ27差替  p172） 

◆宮田総務部長から平成28年度事業計画「まえぶん及び本文」（本部関係＋支部関係）について説明があり、満場一致で原案どおり
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承認可決された。 

３．平成27年度の表彰      〔別紙－8〕pp. 42-46 

１）地盤工学会賞受賞候補者ならびに受賞候補業績 

２）名誉会員の推挙候補者 

３）地盤工学貢献賞受賞候補者 

◆山下表彰委員会副委員長から，上記の3項目について説明があり、満場一致で原案どおり承認可決された。 

◆東畑会長から，「名誉会員の所属，職歴などを正確に記述してください。」との発言があり、今後これらを補足することを確認した。 

４．本部特定費用準備資金の積立について                                             〔別紙－27〕pp. 137-138当日配布 

◆宮田総務部長から「国際活動奨励事業積立資金規程案」と「人材育成奨励事業積立資金規程案」についての説明があり，２案とも

満場一致で原案どおり承認可決された。 

５．北海道支部規程変更および特定費用準備資金の積立について          〔別紙－9〕pp. 47-55 

◆宮田総務部長から北海道支部規程変更および特定費用準備資金の積立について説明があり，満場一致で原案どおり承認可決された。 

６．代議員任期について                               〔別紙－10〕pp. 56-70 

 ★ 定款に代議員の再任について表記がなかったため、追記することにした。  

◆宮田総務部長から代議員任期に関する定款変更案について説明があり，満場一致で原案どおり承認可決された。 

◆東畑会長から、「代議員は原則 2 年間であるとの精神論を定款に入れられないかとの発言があった。風間副会長から、定款に入れ

ることはできないが、代議員任命の際にこのことを伝えたいとの回答があった。 

７．関東支部への寄附申込について  〔別紙－11〕p. 71 

◆宮田総務部長から関東支部への寄附申込について説明があり，満場一致で原案どおり承認可決された。 

８．九州支部特定費用準備資金の積立について  〔別紙－28〕pp. 139-141当日配布 

◆宮田総務部長から九州支部特定費用準備資金の積立について説明があり，満場一致で原案どおり承認可決された。 

 Ⅷ 災害連絡会議 

 IX そ  の  他 

 予備審議事項 

 報 告 事 項 

 Ⅰ 会員・支部部 

１．継続教育に関する地盤工学会の活動分類とCPD 単位の見直し 〔別紙－29〕pp.142-149 当日配布 

◆佐藤会員・支部部長が継続教育に関する地盤工学会の活動分類とCPD単位の見直し内容について報告した。 

２．若手座談会（ワールドカフェ）開催（平成28年6月17日，JGS会館） 〔別紙－12〕pp. 72-73 

◆田中理事が若手座談会（ワールドカフェ）開催について報告した。 
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◆田中理事から、シニアの方にも多く参加して頂き、若手の方を是非誘ってきて欲しいとの発言あった。また、次回の若手座談会で

は、メンター制度に関するアンケート実施を予定しているとの補足説明があった。 

◆「シニアの定義とは何？」との発言があった。 

３．地盤品質判定士協議会の最近の動き                                                〔別紙－30〕p.150 当日配布 

◆中村専務理事が地盤品質判定士協議会の最近の動きについて報告した。 

◆東畑会長より、関連している各学・協会によって、地盤品質判定士の公的資格化に対する考え方が統一されていないとの発言があ

った。 

◆中村専務理事から、「不動産価値と地盤評価結果が連動するような方向に持っていきたい。」との発言があった。 

◆宮田総務部長から、「JGSとして地盤品質判定士の公的資格化に積極的に関わっていきたい。」との発言があった。 

 Ⅱ 調査・研究部  

１．第51回地盤工学研究発表会準備状況報告 

・特別講演会（「展望」は中止） 

開催日時：9月14日(水)，13:30～16:45 

開催場所：岡山大学 

講 師：石原 研而 先生「JGS発展の軌跡と展望1（仮称）」 13:35～14:05 

：足立 紀尚 先生「JGS発展の軌跡と展望2（仮称）」 14:05～14:35 

：河野 伊一郎 先生「岡山県の地盤工学の発展史（仮称）」 14:45～15:05 

：藤井 弘章 先生「岡山県の農業土木の発展史（仮称）」 15:05～15:25 

：新納 泉 先生「前方後円墳の設計原理」 15:35～16:45 

◆中田調査・研究部長が第51回地盤工学研究発表会準備状況について報告した。 

Ⅲ 公益出版部 

１．「地盤工学会誌」の発行、目次：  〔別紙－13〕pp. 74-75 

・ 28年 4月号:4月1日発行予定 

・ 28年 5月号:5月1日発行予定 

２．「Soils and Foundations」の発行、目次：   〔別紙－14〕p. 76 

・ 28年 4月号（Vol.56,No.2） : 4月 30日発行予定 

３．「地盤工学ジャーナル」の発行、目次  〔別紙－15〕p. 77 

・ 28年 3月号（Vol.11, No.1）：3月31日発行予定 

４．出版物在庫処分について（公益出版部書籍） 

★学会保有書籍のうち、部会で絶版と判定した書籍を5冊ずつ残し、希望者に無償提供することに決まった。 

なお、残りは廃棄処分とする。無償提供については別途アナウンスする。 

◆上記４つについて、並河公益出版部長が報告した。 

 Ⅳ 基 準 部  

１．技能試験現状報告 〔別紙－16〕p. 78 

２．室内試験規格・基準委員会委員兼幹事の追加 

・大向 直樹 氏（応用地質(株)エンジニアリング本部） 

・小早川 博亮 氏（電力中央研究所地球工学研究所） 

３．書籍の増刷 
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 (平 28.3.15 理事会 議事録案)  5 

・「打ち戻し施工によるサンドコンパクションパイル工法-設計・施工マニュアル」：200 部（在庫寡少のため） 

◆上記３つについて、大河原基準部長が報告した。 

◆大林事業企画戦略室長より、「技能試験は利活用されているか？」との質問があり、大河原基準部長より、「利活用されている」と

の回答があった。 

◆東畑会長より、「今後、三軸試験などの難しい試験も取り入れるとよい。」との発言があり、大林事業企画戦略室長より、「そのよ

うな方向で進んでいる。」との回答があった。 

Ⅴ 事業企画戦略室 

１．防災学術連携体の活動について 〔別紙－31〕pp.151-155 当日配布

２．学会活性化に向けた活動報告 〔別紙－32〕pp.156-170 当日配布

１）電子化WG 

２）広告収入の増加策

３）教員免許更新講習

◆上記３つについて、大林事業企画戦略室長が報告した。 

◆古屋副会長より、「図書館は学会の財産である。その意義と利便性を考えると、会員全員から図書館利用のための課金をするとい

った考え方もあるのでは？」との発言があり、大林事業企画戦略室長から「今後、検討いていく。」との回答があった。 

 Ⅵ  国 際 部 

◆勝見国際部長より、以下の報告があった。 

１．JGSSP Vol.2（第15回アジア地域会議）刊行報告 

２．第8回アジア地域若手地盤技術者会議（カザフスタン）の派遣者 

澤村康生氏（京都大学） 

渡邉康司氏（大林組） 

３．第19回国際地盤工学会議（ソウル）の論文提出状況 

33編割り当てのところ135編投稿 

 Ⅶ 総 務 部 

１．経理関係報告  〔別紙－17〕79-84 〔別添資料－1〕 

２．平成28年度役員構成案に対する第5期代議員からの意見 

★ 特になし。 

３．内閣府への事業年度開始前の定期提出書類確認  〔別紙－18〕pp. 85 

４．平成27年度道路保全地盤技術向上に資する調査・研究成果報告会（案）  〔別紙－33〕p.171 当日配布 

５．総会時の理事会開催について  〔別紙－19〕pp. 86-95 

★ 法務局の指導により第58回通常総会より総会を終わらせてから理事会を開催することにする。 

６．平成27年度の一般表彰 〔別紙－20〕pp. 96-116 

（pp．109-110は削除） 

１）特別会員表彰 

２）事業企画賞表彰 

３）「地盤工学会誌」最優秀賞・優秀賞表彰 

４）国際会議若手優秀論文賞 

５）永年会員感謝状贈呈 

★ 会員・支部部、公益出版部、国際部の選考に基づき、表彰委員会が決定した受賞候補者に関する報告。 

７．平成 28 年度地盤工学会賞候補募集要項 〔別紙－21〕pp. 117-119 
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 (平 28.3.15 理事会 議事録案)  6 

◆古屋副会長（表彰委員会委員長）から、「H28年度から出版賞が加わる。詳細について検討中。」との、補足説明があった。 

８．その他 

 1） 訃報

・功労章受章 名誉会員 河野文弘 氏（元理事・元北海道支部長） (90 歳) （H28.2.15 逝去）

2）共催・後援・協賛等の依頼およびHP・メールニュース等による会員への周知依頼    〔別紙－22〕p. 120

◆中山理事が項目1、宮田総務部長がその他の項目を報告した。 

Ⅶ´災害連絡会議 

  Ⅷ そ  の  他 

１．次回以降の理事会開催予定 （※〔 〕は議事録作成主担当者） 

１）平成28年 4月 20日（水） 【書面会議】 〔総務部〕 

２）平成28年 5月17日（火） 14：30～17：00【JGS会館】 〔事業企画戦略室〕 

３）平成28年 6月 8日（水） 「第58回通常総会」 14：00～16：45（17：00～懇親会）【JGS会館】 

議事の経過および結果を明確にするため、この議事録を作成し、議長および議事録署名者が下記のとおり記名・押印する。 

平成28年3月16日 

公益社団法人 地盤工学会 

議長および議事録署名者  会 長 東 畑 郁 生  ㊞ 

議事録署名者  監 事 熊 谷 茂 一  ㊞ 

議事録署名者  監 事 松 下 克 也  ㊞ 

議事録作成者  理 事 松 本 樹 典 
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2016.04.15 
事業企画戦略室

防災学術連携体に関する報告事項

１． 防災学術連携体の年間計画 

○ 2016/06/03（13時 30分から18時頃） 防災学術連携体 定時総会 土木学会講堂

総会終了後に、ワークショップ、シンポジウムの検討会 

○ 2016/08/27～08/28 （時間未定）

防災国民推進大会（政府主催）東京大学本郷キャンパス 

・シンポジウム「防災力の強化をめざす防災学術連携体と日本学術会議」 

 └ 日本学術会議や各学会の代表が勢揃いして、防災学術連携体の紹介と意義を披露。 

・ワークショップ１  「火山災害にどう備えるか」10学会発表 

・ワークショップ２  「首都直下地震にどう備えるか」10学会発表 

○ 2016/09/12（13時 30分から18時頃）

全体会・関係省庁との意見交換会 土木学会講堂 

「気候変動で激化する台風・豪雨」に関係する省庁との意見交換 

終了後に懇親会予定（18時頃から） 

○ 2016/12/01（9時 30分から18時頃まで）

第１回防災学術連携シンポジウム（日本学術会議公開シンポジウム） 

「気候変動で激化する台風・豪雨とその対策」 日本学術会議講堂 

・セッション１  「国土利用と台風・豪雨災害」10学会発表 

・セッション２  「台風・豪雨災害への備え」10学会発表 

・セッション３  「台風・豪雨災害時の避難・救助・復興」10学会発表 

２． シンポジウム関連への地盤工学会の参画予定 

○ 2016/08/27～08/28 （時間未定）

 防災国民推進大会（政府主催）東京大学本郷キャンパス 

→ ポスター掲示にて参加、防災学術連携体事務局 塚田幹事（土木学会専務理事）の発表において地

盤品質判定士について少し紹介いただく予定 

○ 2016/12/01（9時 30分から18時頃まで）

第１回防災学術連携シンポジウム（日本学術会議公開シンポジウム） 

 「気候変動で激化する台風・豪雨とその対策」 日本学術会議講堂 

→ セッションに参加し、地盤品質判定士などの話題提供を行う。 

３．その他 

○防災学術連携体（50学会）では、ホームページに熊本県の地震のページを開設しました。

http://janet-dr.com 

○ホームページにツイッターを開設しました。

http://janet-dr.com/11_saigaiji/20160414kyushu.html

表示位置については現在調整中です。ご了承ください。

https://twitter.com/?lang=ja

アドレス：website@janet-dr.com パスワード：janet160109 

各学会の情報をツイートください。

以上 

別紙－３
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Subject: 【防災学術連携体】緊急共同会見のご報告
From: 防災学術連携体-小野口 <info@janet-dr.com>
Date: 2016/04/18 19:26
To: undisclosed-recipients:;

防災学術連携体　防災連携委員・学会事務局、特任会員各位

本日4月18日、土木学会にて、熊本地震に関する緊急合同記者会見を開催しました。
報道関係者４３名が取材されました。NHK、フジテレビの取材もあり、
熱心な発表の後、質疑応答が時間を延長して行われました。
記者の方々から、再度の共同会見を求める声もありました。
当日の配布資料をホームページにupしました。
また、共同会見風景は下記よりご覧いただけます。

　⇒　h ps://goo.gl/qzns3i

＊掲載紙を見つけた方は、そのPDFを土木学会の菅原さんにお送りください。
　⇒　sugawara@jsce.or.jp　土木学会　菅原
　（土木学会の広報担当の方が記事を集める予定です）

＜黙とう＞
＜挨拶＞
　共同記者会見にあたって    大西隆    日本学術会議会長    
　(メッセージ披露)防災学術連携体副代表幹事・早大教授 依田照彦 
　挨拶 防災学術連携体代表幹事・土木学会会長 廣瀬典昭

＜説明＞防災学術連携体の専門家有志
　日本地震学会会長　　　　　　　　加藤照之（東京大学教授）
　日本地震工学会会長・地域安全学会副会長　　　目黒公郎（東京大学教授）
　日本建築学会元会長・防災学術連携体代表幹事　和田　章（東京工業大学名誉教授）
　土木学会　　　　　　　　　　　　本田利器（東京大学教授）
　地盤工学会会長　　　　　　　　　東畑郁生（東京大学名誉教授）
　日本地すべり学会副会長　　　　　落合博貴（日本森林技術協会理事）
　日本集団災害医学会（DMAT）　　森野一真（山形県立救急救命センター）
・活断層学会資料（宇根副会長提供）は加藤照之先生が紹介されました。

防災学術連携体　事務局長　米田雅子
yoneda@psats.or.jp　03-5876-8461

--------------------------------------------------------------
○防災学術連携体（50学会）は、ホームページに熊本県の地震のページを開設しました。
　http://janet-dr.com

　各学会や関係機関の取組みや動きを事務局までご連絡下さい。
　⇒　website@janet-dr.com  　担当：麓　絵理子（ふもとえりこ）

○ホームページにツイッターを開設しました。
　http://janet-dr.com/11_saigaiji/20160414kyushu.html

　https://twitter.com/?lang=ja
　アドレス：website@janet-dr.com
　パスワード：janet160109
　でログインして、各学会の情報をツイートください。
--------------------------------------------------------------
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
防災学術連携体事務局　小野口弘美
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++

【防災学術連携体】緊急共同会見のご報告

1 / 1 2016/04/19 9:31
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学会活動の活性化に関する活動報告シート（案）（28年度　第2回理事会　2016，5，17）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計
画

実
施

計
画

日中シンアジア会議・日印ワ日韓ワー

実
施

日中シンポジウム

計
画

委員会ヒアリング 委員会ヒアリング 委員会ヒア 次年度運用計画

実
施

○

計
画

予算獲得・要請 受託獲得（電子地盤図）

実
施

計
画

研究統予算0での委委員会設立であれば，テーマ案募集

実
施

計
画

部会メール審議 地盤シンポ 地盤工学研究発表会開催 プログラム編成

実
施

○ ○

計
画

具体的施策の検討 行動方針の策定

実
施

計
画

具体的施策の検討 行動方針の策定

実
施

計
画

具体的施策の検討 行動方針の策定

実
施

実務担当者の選定

公益出版部、調査研究部、
基準部のご意見をお聞きし
たい

会員支
部部
事業企
画
大林

学会発行物における広告収入
を活性化し、収入増を図る

事業収入広告収入のあり方の検討

広告獲得の戦略的な対応が必要か？
従来の広告会社の営業では行き詰まりがある
のではないか？
広告を出す権利などをインセンティブとして使
えないか？

研究委員会活動の積極的な支
援を通じ，より良い成果の公表・
会員へ周知し，学会活動の活性
化につなげる

・研究発表会での発表条件，研究委員会，講
習会，論文投稿等の会員条件の見直し
・GCPDの有効活用の検討
・会費の徴収方法の見直し
・関連他学会との協力し会費セット割の検討．
・関連他学会への連携強化の検討

研究委員会の活動支援制度を軌道に乗せ，
シンポジウム開催，学会誌等を通じ，研究委
員会成果の公表を促す

会員増加

会員の積極的勧誘

・会員増加による特別会員へのインセンティブ
特別会員へのメリットの再検討。
・特別会員へのアンケート実施
・企業訪問による勧誘活動の検討．
・会員支部部理事の積極的な勧誘活動
・学生会員の引き留め策の検討と社会人の
ギャップを埋める方策の検討。ダイバーシ

委員会

地盤工学研
究発表会
シンポジウ
ム

番号 大項目

1組織の活性化、
健全な財務体

質、マネジメント
サイクルの確立

会員になりたくなるメリット
を検討

ワークショップ
国際会議

組織の活性化 委員会レビュー

地盤工学研究発表会・地
盤工学シンポジウムの運
営

研究委員会活動支援

2017年

JGS会員活動の海外へのアピールと国際交
流を行う。

期待される効果

事業企
画
大林

・委員会
・予算
・組織

委員会レビューシートによって委員会活動を
確認し、より効率的な活動への展開を促す

key words活動内容

追加予算は，調査・研究部の
運営費用から約20万程度捻
出しているが充分とはいえな
い。来年度については，0
ベースではなく競争的研究
費の予算化をお願いしたい。

特になし

委員会活動を横並びにした評価
を実施する。委員会組織の効率
的構成などを提案する材料とす
る

進捗報告・成果
他部門・予算措置への要

望

工程
2015年

担当部
会

担当理
事

2016年

国際部

調査・研
究部

事業企
画
大林

会員支
部部
事業企
画
大林

調査・研
究部

調査・研
究部

研究発表会のスムーズな運営の
ため、行事委員会の改編および
委員の追加を検討している。

地盤工学および環境地盤工学の
両シンポジウムを交互に隔年開
催することを検討している．また，
地盤シンポに関しては，新たな企
画として，研究委員会の最終的な
成果公表の場とすることを検討し
ている．

研究発表会については、例年通り
進行
地盤工学シンポについては、１月
の理事会にて方針を承認

現在各支部の幹事会に参加し，
支部の抱えている課題等のヒアリ
ングを行なうために調整中．
学生会員の引止め策についても
新しいチラシの作成中．

委員会活動の合理化と低予算
下であっても最大限の委員会成
果を引き出せるような体制づくり
と若手登用による活性化を目指
す

外部連携・外部資金獲得

機会があれば，委員会に外部連携・外部資金
獲得を要請する．ただし，獲得に向けては，
トップセールスがないと難しいと考えている
（現状は，電子地盤図が獲得に向け動いてい
るが，委員会終了後の管理は要件等）

外部資金
受託研究

委員会活動の活発化とより有用
な知見・成果の積み重ねにつな
げる

現在の会員サービスの向上と会
員数の増加

会員増加

学会活力の増加

会員増加策

会員サービスの
向上策

調査・研
究部

新設研究委員会

本部委員会の年間予算が0になったことから，
本部の委員会のあり方（本部-支部の委員会
の連携等）について議論，あるいは，予算０で
の公募，あるいは新たな活動や若手の参画を
促進する研究企画を検討する．

本部・支部
効率化

地盤工学研究発表会の論文募集，プログラム
編成および展望(講演)の企画・運営を行う．一
旦休止した地盤工学シンポジウムの再開に向
けた活動を行う

地盤工学研究発表会への参加
者数維持と，一方で，経済的・
労力的に無理なく継続できるよ
うにする。地盤工学シンポジウ
ム再開については，新たな企画
等を考え，十全よりも内容の充
実を図り，参加者増を目指す．

現在の会員サービスの向上と会
員数の増加

研究発表会については、開
催月、開催場所によって、予
算状況が大きく変化するた
め、開催月の設定に注意が
必要である。地盤シンポにつ
いては、関連するテーマにつ
いては、他部門の委員会協
力も検討頂きたい。

項目

5

6

7

8

1

2

3

4

活発に活動し、成果をあげて
いる委員会には、学会として
の支援をするということで、
競争的研究費を予算化して
いただきたい。

最初から予算が無いことが，
若手が参画できない環境や
停滞感を招いており，まず
は，委員会予算を戴きたい。

9

前回までの報告

10/6開催の理事会にて、事業企
画戦略室意見も含めて各部長に
提示。各部にてH28年度の予算策
定中。

日中地盤工学シンポジウム、アジ
ア会議、日印ワークショップを予
定通り開催した。第19回国際地盤
工学会議（ソウル）、第8回アジア
若手地盤技術者会議（アスタナ）
の論文選考を開始した。

委員会活動支援として，各委員会
に活動計画をヒアリングし，追加
予算の査定を行った。若手の旅
費および貸会議室費用に補填し，
委員会活動の支援を行った。今
後も予算の限り継続する．

競争的研究費の運用について既
に１月の理事会にて承認

委員会設立時に外部資金獲得を
促しており，電子地盤図に関して
は，その一環で外部からの研究
費の受託につなげた。

一研究委員会にて資金獲得の実
績

来年度の研究委員会設立に向け
て，予算が一律０ではなく，良い
研究内容に適切な配算となるよ
う，競争的資金による委員会運営
の検討を開始した。来年度の研究
委員会の年間費用を一次予算案
で提示している。来年度，設立す
るかは前向きに検討中．

３月の理事会に候補を審議

会員支部部で対応策の検討中

10/29開催の事業企画戦略室会
議にて実務担当者を選定した。事
務局、現在の広告代理店（広業
社）などへの実態ヒアリングを予
定

3/1に広告代理店へヒアリング。
広告代理店の営業活動への協調
や広告を出せる媒体（単行本、研
究発表会しおり、基準書など）の
検討を行う。

依頼 回答

意見

部会長へ返信
予算化に向けた精査

依頼 回答

意見
記入

部会長へ返信 活動計画に

別紙－４
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計
画

具体的施策の検討 行動方針の策定

実
施

実務担当者の選定選定

計
画

第1号刊行予第2、3号刊行予定 第4号以降刊行予定

実
施

第1号刊行予定

計
画

実
施

計
画

実
施

計
画

実
施

計
画

利用促進（チ会誌のの電現状の問題点の洗次年度改善点・運用体制の整理

実
施

○ ○ ○

計
画

現状の問題必要性・改善点の議論，改善であれば予算化

実
施

計
画

検討チームの編成

実
施

実務担当者の選定

計
画

第1号刊行予第2、3号刊行予定 第4号以降刊行予定

実
施

第1号刊行予定

計
画

実
施

計
画

実
施

2016年度電子版試行発刊準
備費として70万円の予算を
要求している。
調査研究部や会員支部部と
の連携を図るため電子化WG
に委員1名が参加する。

本来の研究目的とした利用に資
する改善を図り，会員サービス
向上につなげる

調査・研
究部

会員サービス向上
出版費用の削減

・基準
・課金
・ダウンロー
ド

JGS Special Publicationの刊行

事業企
画
大林

15

基準部
（大河
原，松
本）

国際部
国際会議
論文集

基準の課金ダウンロード
システムをはじめとした学
会コンテンツの新たな販
売方法の検討

新たな地盤工学会誌のあ
り方に関する検討

まずは、基準を学会ホームページにアップし
て，有料でダウンロードするシステムを検討す
る。システム構築に要する費用や維持費を試
算するとともに，冊子体との関係を踏まえて販
売見込みを立てる。これらの運用方法が構築
されれば、他の学会コンテンツのダウンロード
販売に展開を検討する。

検索システ
ム

電子化の推進

電子化全体を総括検討

学会誌電子化に伴う、会費減免や電子図書
館の利用権との検討を連携して実施。

基準ダウンロードについては、他の試作との
関連性を検討。

IT化
利便性

広報活動

13

電子図書室の改善

14
地盤工学ジャーナル審査
の電子化

HP（和文・英文）の改良

現状のHPの内容を精査し，コンテンツの追加
と削除により，内容を改良する．

スマートホンの活用（事業企画戦略室コメント）

学会活動の広報のため
の環境整備

16

17

2.情報発信・広報
の強化・成果公開

の推進
情報発信

国際会議
論文集

広報ツール
環境整備
情報周知

HP

他学会・広域分野への展
開

・品質判定士等を通じた他学会との連携。
・最近、土木（土質）分野に偏っているのでは
ないか？
・学会の連携による会員権の共有化（相互乗
り入れ）

会員増加

電子図書室の利用促進
対象雑誌等の拡充と広報活動の強化により，
利用者増を促す（調査・研究部単独では難し
ので連携が必要）

国際会議・論文集の活性化 国際部

JGSが主催する国際会議論文
集の完全公開による普及

e-Journal形式による経費削減

総務部

総務部

社会全体の電子化への対応と
ともに学会における適切な電子
化推進を検討し、効率性、利便
性を高める

事業企
画
大林

情報の吸い上げ効率が向上し，
学会の活動をより迅速に効果的
に伝えることが可能となる

国際会議・論文集の活性化

広報ツール（メールマガジン・プレスリリース・
Facebook）の使用要領などを整備し，各種部
会と委員会へ広報ツールを周知する．

HP上の情報が，より確実かつ効
果的に情報が伝わるようにな
る．

スマートホンの有効活用によ
る、各種事業の拡大

検索システムの改善による更なる充実を図る
（学会の事業として，予算が必要）

地盤工学会誌の発行頻度、形態、内容などあ
り方に関する検討
地盤工学会誌の電子版発行の検討を行い、
電子版作製に向けた準備を行う。
電子図書館orJ-stageで検討

予算

地盤工学ジャーナルの電子査読システムを検
討し、理事会承認後、電子査読システムを導
入する。

JGS Special Publication
の刊行

公益出
版部　並
河　渦岡

公益出
版部　並
河　渦岡

地盤工学ジャーナルの品質向
上

他学会からの会員獲得、他学会
とのコラボレーションなどの検討
により学会活動の活性化にも繋
げていく

基準の電子化を推進することで
会員へのメリット還元につなが
る。

事務作業の負担軽減や利用
率の増加のため，改善への
努力はするが，関連する部
のご協力をお願いしたい．

JGSが主催する国際会議論文
集の完全公開による普及

e-Journal形式による経費削減

利用者増により，電子図書室の
増収を図り，学会予算に頼らな
い運営を目指す

調査・研
究部

地盤工学ジャーナル電子査
読システムの導入費として
2016年度に100万円の予算
要求をしている。

IT化は組織横断的な検討課
題となるので、各部のご協力
を仰ぎたい。具体的にはWG
などの結成と参加をお願いし
たい。

20

10

11

12

18

19

防災学術連携体の活動などを通
じた学会間のネットワークに参
加。今後は協調すべき課題などに
ついて個別協議を模索する。

防災国民大会への参加などを検
討

JGSSPのVol.1を8月末に刊行し
た。Vo.2と3は準備中

見積依頼中（ショッピングカートに
PDFファイルのダウンロード課金
機能を追加した場合などの仕様と
金額）

「学会の電子化を総括的に議論
するWG」で検討中

学会誌の電子版発刊に向けて検
討を進めている。2016年度に電子
版発刊の試行、2017年度から電
子版会員制度の実施を計画して
いる。11/24の理事会で、電子版
に関する予備審議、1/26の理事
会で審議事項として図る予定であ
る。

10/27の理事会において、地盤工
学ジャーナル電子査読システム
の導入が認められた。
2016年4月からの電子査読システ
ム導入に向けて準備を進める。

年会費請求の際に，ＰＲのための
チラシを同封した．今後は，検索
システム等の改善の動向に合わ
せて，検討する．

電子化ＷＧにて検討

検索システムの改善や今後の管
理について議論しており，業者見
積もりをもとに，費用対効果検討
をしている．

サーバーの維持管理および、検
索システムの改善のため、全面
的な更新を検討をしている．

電子化ＷＧにて検討

10/29開催の事業企画戦略室会
議にて実務担当者を選定した。組
織横断的なWGなどの必要性につ
いて検討。

電子化WGを立ち上げて活動を開
始
議論の土台ペーパーを作成。

2/19に電子化WGを開催。別紙に
て報告。

JGSSPのVol.1を8月末に刊行し
た。Vo.2と3は準備中

学会の情報インフラを整理し，そ
の活用方法について広報委員会
から各部各委員会に連絡した．

目的を達成するためにはHPの改
訂が必要という結果になり，その
内容を次年度の予算申請にまと
めた．

案を作成して費用を見積もり，平
成28年度予算に申請中。

ｼｽﾃﾑ
検討

業者
見積

予算化に向けた精査

電子版の検討 電子版発行の準

電子査読システムの検 理事会審議 運用開始

検討方法・課題の抽
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計
画

仕組みの試行

実
施

計
画

実
施

計
画

実
施

計
画

実
施

計
画

実
施

実務担当者の選定
技術普及委員会のご意見を
お聞きしたい

基準部
（大河
原）

事業企
画
大林

基準部
（大河
原）

25

各支部との連携強化策の検討と支部のヒアリ
ングの実施。
近隣支部との連携強化策の検討．

支部情報
連携

本部・支部の意見交換の活性化
支部間連携強化

10万人/年の需要と事業収益確
保を狙いとする。地震工学会に
おいて実施している？

インセンティ
ブ

内部への情報発信・共有
本部・支部の連携の場の
醸成。

社会活動

23

技術講習の開
催

小中学校教員向け技術
講習への地盤工学会の
参画に関する検討

小中学校教員の定期研修（１回/5年）におけ
る専門技術分野におけるJGSの参画が可能
かどうかの検討

技能試験の定
着化

24

4.公益活動

3.資格、認証制度
の促進定着化

地盤品質判定
士の定着化

報告会の開催

判定士資格ステータス確
立
判定士の一定数確保
判定士の継続研鑽支援
判定士の資格の利活用
協議会財務状況の健全
化

技能試験のインセンティブとして，参加者（もし
くは機関）に優良事業所認定証等を発行する
ことや称号の授与について検討する。発行に
あたり長期的な継続性をもたせる制度となる
よう工夫する。

関係機関との連携を通じて判定士活躍の場
拡大
地域差に配慮した多用な更新制度整備
受験者・判定士・一般対象に講習会・ｾﾐﾅｰ開
催
判定士会の活動支援
組織のコンパクト化，事務の合理化促進

各部・各支部
との連携

インセンティブの設定

会員支
部部

土質試験技術の資格認定に準
ずるような優良認定証やマイス
ターなどの称号を授与すること
で，参加者数の増加，増収を見
込む。

地盤工学および地盤工学会の
社会貢献
地盤工学会各部・各支部との連
携活動による相互活性化相乗
効果

技能試験が広く知られるように
なるほか，試験結果のばらつき
がその場で分かることになる。
技能試験の意義をさらに強く認
識することになり定着化につな
がる。

試験結果の精度・ばらつきを確認するととも
に，その要因を分析する。分析結果について
報告会を開催する。

報告会

会員支
部
（中村）

21

22

現在各支部の幹事会に参加し，
支部の抱えている課題等のヒアリ
ングを行なうために調整中．
学生会員の引止め策についても
新しいチラシの作成中．

会員支部部で対応策の検討中

平成27年度は，55機関が参加し
た。12月中に報告書原案を作成，
幹事会，委員会を経て，1月末に
最終報告書を発行・送付した。そ
の後，報告会開催に向けて準備
を行い，報告会は5月もしくは6月
に開催する。

平成28年度実施に向け、委員会
（1/15開催）にて試験項目・予算
案精査を行った。

技能試験参加のインセンティブと
して，毎年度「参加証」を発行して
いる。今年度も発行した。
また，技能試験に継続参加し，か
つ妥当な試験結果が継続して得
られている（例えば，３ヵ年連続）
試験機関（研究機関を含む）に対
し，新たなインセンティブとして「優
良事業所証明書」（有効期限付
き）を発行することについて、予定
を前倒しし、H27年度から検討を
開始。

10/29開催の事業企画戦略室会
議にて実務担当者を選定した。制
度の概要の調査、参加している他
学会の動向、開催をする場合の
手続きなどについて調査を開始し
た。

文科省に毎年12月～2月の間に
申請し、３回/年の開催をする制
度。申請手続きの内容などについ
て精査する。

教員免許更新制の申請方法につ
いて検討。開催する場合の条件
等も含め、学会としてのメリットと
参画可能かどうか詳細について
検討が必要。

試験項目検討 ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 予算化に向けた精査

検討 日程
予算化に向けた精査

報告会

情報収集・参画のための課題

課題の抽出

判定士累計750名に！ 累計880名！ 累計1,000名！
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2016 年 4 月×日 

教員免許更新講習への参画に関する検討のお願い

事業企画戦略室

 事業企画戦略室では、公益活動の一環として教員免許更新講習の開設について検討を行ってお

ります。申請にあたり開催可能な講習内容を準備する必要があり、技術普及委員会で開催されて

いる入門編などの講習会の内容を教員の方々向けに一部変更し、開催することが可能であるかご

検討いただきたくお願い申し上げます。

講習を開設するにあたっての主な必要事項は以下の通りです。

・講習の開設者の指定申請には、講習内容等の申請書を添付する必要あり

・講師の要件：教授、准教授、講師、大学共同利用機関の教授または研究者

(講師以外の有識者の活用も可能) 

・講習の時間：6 時間以上 18 時間  (※ 更新に必要な時間が 18 時間のため) 

・試験による修了認定が必要

・講習会を開催する 3 ヵ月前までに講習内容等の申請が必要 

※ H28 年に開催するための申請締切日は H27.1~H28.2 に 3 回設定されている 

・講習会は 7~8 月に多く開催されている 

 ご検討いただいた結果を含め、教員免許更新制への参画の学会としてのメリット等、可能性に

ついて事業企画戦略室においてさらに検討する予定です。

 ご多忙とは存じますが、技術普及委員会においてご検討いただけますよう宜しくお願い申し上

げます。

添付資料：教員免許制について（議事内容）.doc 

教員免許更新制について.pdf 

pp.1-2 教員免許更新制の概要 

p.3    更新講習の開設者の指定申請書 [様式 1] 

pp.4-5 更新講習認定申請書 [様式 4] 

p.6    平成 26 年度の講習一覧(日本地震学会、情報処理学会のみ) 
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電子化 WG （平成 27 年度第 2 回） 

議 題 書 

2016 年 4 月 6日 (水) 開催 

時 間 14:00～17:00 場 所 地盤工学会 3階中会議室 

森 口  周 二 W G 員 ◯ 渦岡 良介 WG 員  ◯ 藤原 照幸 WG 員 ◯ 

鈴木 亮彦 WG 員 ◯ 並 河  努 W G 員 ◯ 大林 淳 WG 員 ◯ 

坂梨 利男 WG 員 ◯ 渡 邉 康 司 W G 員 ☓ 保高 徹生 WG 員 ◯ 

事 務 局 ： 伊 佐 治 敬 ◯ 長 尾 ◯   

○：出席  ×：欠席  △：未定 

【議 題】 

議事録担当者の選出 →保高 WG 員 

 

１．前回議事録確認（保高氏）：以下、概要 【別紙－1】 

 ・電子図書室は維持する方針（アーカイブス機能も含む）だが、課金性については見直しが必要。 

 ・電子図書室のシステムは、学会 HP、書籍販売システム、（将来的な）基準ダウンロードも含め

て検討をする必要がある。 

 ・学会誌の電子化の格納先は、広告の観点からも、全体版のみを電子図書室（入室時にパスワー

ド管理）もしくは学会 HP（PDF ファイルにパスワード管理）をすることとし、個別記事については、

１年後を目処に J-stage に掲載する。 

 ・学会誌電子版は、H28 年 9 月より学生会員(800 人)から開始予定。H29 年度より希望者に開始予

定。それまでに保管先を決めておく必要がある。1500 部が損益分岐点。 

  

２．理事会状況（大林氏） 【別紙－2】 

 ・3 月 15 日の理事会で異論がなかったことを報告された。 

・古屋副会長より、「電子図書室は学会の財産であり、その意義と利便性を考えると、会員全員から

図書室利用のための課金をするという考え方もあるのでは？」との意見があった。 

 

３．【審議事項】 

第１回電子化 WG の議論を受け、以下 4点について議論を行った。 

 ■電子図書室のあり方（必要性、会費） 

 ■学会誌の電子化の保管先（電子化は決定事項：H28FY 下期より学生会員から開始） 

 ■上記に基づく電子図書室の改訂作業について 

 ■電子図書室、学会 HP、書籍販売システムの相互関係と最適化の可能性について 

それぞれの関係性とスケジュール・決定が必要な事項をいかに示す。 

 

電子J

会誌部
J-STAGE
Elsevier

電子図書室SC（ショッピングカート）

事業部 調査・研究部

①学会誌電子版
の置き場所

学会HP

会員DB

②電子図書室のあり方 
必要性・会費 

③電子図書室の改訂 
（システム不安定）

④システム全体の最適化
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2016
4-6

2016
7-9

2016
10-12

2017
1-3

2017
4-6

2017
7-9

2017
10-12

2018
1-3

①学会誌電子
化

保管先決定 
（電子図書
室 or HP）

テスト実施 学生会員配
信開始

一般会員 
希望者実施 
（電子図書
館の場合、
システムは
要件等）

②電子図書室
あり方

必要性、課

金方針につ
いて決定 

③電子図書室
の改訂

方向性につ
いて決定

仕様決定、
見積もり、 
予算計上

予算検討 発注 完成・運用

④システム全体
の最適化

●定期議論 ●定期議論 ●定期議論 ●定期議論

 

 

■電子図書室のあり方 

 ①電子図書室は、アーカイブスの保管先として必要である。 

 ②一方、電子図書室のシステム改良は、電子化 WG は推進が望ましいと考えるが、コストが必要な

ことも含め理事会での判断が必要であろう。 

 ③電子図書室の会費のあり方は、以下の 3 つが考えられる。電子版学会誌を電子図書室に保管す

るのであれば、現状のシステムであれば自動的に B または C になってしまうことに注意が必要であ

る・ 

  A 従前どおり希望者のみで有料会員（30 万円／年の収入） 

  B 有料会員＋学会誌電子版読者は無料利用可（収入減の可能性あり）： 

  C 学会員は全員無料（会費に含まれているという概念） 

 

■学会誌の電子化の保管先 

 ④学会誌電子版の保管先としては電子図書室、学会 HP の２つが可能で考えられる。 

 ⑤電子化 WG としては、セキュリティ面、アーカイブという観点も含め電子図書室での保管が望ま

しいと考える。 

 ⑥H28FY は、学生会員のみの対応なので、既存の電子図書室で十分対応が可能であろう。一方、

その場合、現状システムだと学会誌電子版読者は電子図書室が無料利用可になるため学生会員が電

子図書室を利用できるようになってしまう（現状、電子図書室有料学生会員は 1 名のみなので問題

は少ない？）。 

 ⑦H29FY の一般会員への電子化推進の際は電子図書室のシステム改良が望ましいと考える。その

際、③について、B、C であれば問題ないが、A を選択するのであれば電子図書室の区分を作り、学

会誌のみ閲覧できる会員、全体を閲覧できる会員と分ける必要がある。 

 ⑧J-stage light への掲載は、刊行後半年〜１年は広告費確保の観点から見送る。また、その後、

J-stage light に掲載するかについては、掲載の手間も含めて検討が必要である。（従前は JST が勝

手に登録をしていたが、今後は各学会が自ら登録をする必要がある。） 

 

■上記に基づく電子図書室の改訂作業について 

 ⑨現状の電子図書室のシステムは、電子図書の保管庫としてはなんとか機能しているが、無料全

文検索システム（Namazu）およびその周辺言語のアップデートにより全文検索機能およびシステム

全体が不安定になっているため、改修が望ましい。（通常、5〜10 年程度を目安にシステム自体はア

ップデートする必要がある。） 

 

 ⑩対応案：対応案として以下の 3つが考えられる。 
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案 初期投資 年間維持管理費 課題 

①現状の電子図書室の

維持 

0 円 70 万円／年 システムが不安定。 

（全文検索システムの問題） 

②現状システムの改修 890 万円 70 万円／年 初期投資が極めて高額（エンジ

ニア不足に起因） 

③新システムの構築 330 万円 

（2 年分割は

可能） 

58 万円／年 

(学会 HP とサーバー統

合：詳細は⑫で後述) 

初期投資が高額 

 

 電子化 WG としては、③が望ましいと考える。具体的には、H29FY、F30FY の 200 万円程度の初期

投資および 5年毎のシステム更新（社会状況の変化を含めた）のための費用計上を提案する。 

 

 また、以下の点について考慮した上で対応をすることとする。 

・一般会員の学会誌電子化を H29FY 当初からする場合には、F28FY 下半期には（現状のシステムが

不安定なため）システム改修をすることが望ましい。一方、電子図書室のサーバー等の改訂費用に

ついて、H28FY 予算に計上されていないことから、H29FY 当初からの一般会員の電子化への移行

については、システム上の問題で遅らせなければならない可能性がある（要検討）。（H28FY の獲得

外部資金の一般管理費の活用、F29FY での予算計上などの対応が必須である。） 
 

・③新システム構築をする場合についても、自社サイト構築型（今回のキャルスステーション）だ

けでなく、アプリケーション構築型も検討することとし複数社の提案を頂いた上で判断ことにする。 

 

・H28FY 計上の学会 HP の更新・新設費用や学会誌の電子化に伴う形状システム費を含めて検討する

ことも含め、費用面での議論が必要であろう。 

 

■電子図書室、学会 HP、書籍販売システムの相互関係と最適化の可能性について 

 ⑪電子図書室（調査・研究部）、学会ホームページ（広報委員会）、書籍販売システム（事業部）

の 3つのシステムが運用されている。また今後は基準ダウンロード・絶版図書販売等、将来的な PDF

の有料ダウンロードシステムも必要とされる可能性が高い。 

 これら 3つ（＋1）のシステムについては、個別運営が基本であるものの、学会システムとしての

最適化を念頭に置いて管理する必要がある。 

  

 ⑫コスト面（維持管理費）： 

 現状、電子図書室：70 万円/年、学会 HP：50 万円/年、書籍販売システム：50 万円/年のコストが

かかっている。 

 電子図書室と書籍販売システムのサーバーを一つにすることで現状 120 万円/年を 108 万円/年に

削減可能。一方、学会 HP は、セキュリティーレベル等の問題から、別サーバーであることが望まし

い。 

 

 ⑬現状 

 ・この 3 つのシステムの統合に関しては、それぞれ目的が異なるので現状通り個別運営で問題な

いと考えるが、以下二点、追加の検討が必要と考える。 

1．電子図書室、書籍販売システムは同じサーバーで対応し前述のコスト削減を図る。学会 HP はは

別途計画する改定を実施する。基準ダウンロード・絶版図書販売等、将来的な PDF の有料ダウンロ

ードシステムも書籍販売システムと電子図書室で対応が可能であろう。 

 

 ●その他意見 

 ・電子図書室保管の学会誌の一部がカラーでないので、カラーにしてほしい→今後はカラーにす

る。 

 ・学会誌電子版の公開までのタイミング：電子版をキャルスに提供後、１両日中には可能。（学会

誌は分割せず、全体として掲載する場合。） 
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 ・学会誌電子版は、将来的な記事ごとの分割登録を見据え、全文掲載版と分割掲載版を学会とし

て準備しておくほうが良い。（事務局の時間が必要であるがそれほどの手間ではない） 

 ・法人会員、名誉会員に対する電子化の対応（法人会員は、電子化対応はしないほうが良いので

はないか？） 

 

 ●システムの技術的な課題に対する QA 

 ・電子図書室に学会誌を掲載し、800〜1500 人のアクセスが合った場合に生じる課題は？ 

 （目標は 5000 人規模でも耐えうるシステム） 

  → 800 人が同時にアクセスする可能性は低いが、アクセスしたとしてもサーバー上は大きな

問題はないと考えている。 

 ・学会誌を HP に掲載してファイルをパスワード管理することに対しての課題は？ 

  （アクセス数、安全性、コスト） 

  →問題ないと考えているが、セキュリティレベルは電子図書室より低くなる。 

 ・電子図書室に全文検索機能は必要か？ 

  →現状でも、過去の資料について全文検索システムが付いているわけではないので、必須とい

うわけではない。予算に応じてオプションとして次年度以降の検討とすることも可能であろう。 

 

４．その他 
 １）次回開催方法・日程について：理事会の状況を見て判断 

 ２）次回理事会への提案事項 

・審議事項： 

・報告事項： 
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地盤工学会中長期ビジョン２００９による課題とその現状

（１）技術者の資質向上の中長期課題と重点目標

番号 区別 中長期課題 重点目標 現状 継続・積み残し課題

会費の対価としての学会誌

会員に有用な情報を提供する

編集体制の充実

研究集会の充実

シニア会員の活用

非会員である技術者に対してはどのように

情報を共有するのか

委員会活動のあり方と成果の公表の仕方

講習会制度の見直し、評価

会員と非会員をどう差別化するか

非会員の技術者に対する教育

技術者の社会的地位の向上

（２）学術技術への進歩への貢献の中長期課題と重点目標

番号 区別 中長期課題 重点目標 現状 継続・積み残し課題

長 地盤工学分野の現状分
析、周辺分野との融合、
対象分野の体系化・統
合化

対応する委員会の立ち上げ

中・長重要視する分野の洗い
出し、学会としての学
問・技術展開の評価・提
言の発信

新分野の発展のための研究委員会やシン
ポジウムの企画

長 関連する学協会と連携・
協働の強化

対政府・対社会の取り組みの推進

中・長外部資金の獲得 研究費申請の推奨・定着

長 地盤技術者データベー
ス

構想の具体化

中・長表彰制度の充実 実務者・公共事業を対象にした評価の充
実
開かれた表彰制度（受賞者・推薦者の制限
の撤廃）

中・長研究成果の効果的な活
用

行政や社会への提言の発信
マスコミへの積極的な情報提供
学の研究成果の実務への橋渡しの支援

学会誌の充実

2 中 専門分野の情報の共有

3

調査研究部を中心に、研究委員会、外部資金獲得などについ
て改革を進行中（活性化活動のNo３，４，５）

事業企画戦略室などを中心に学術会議などを通じた他学会との
交流（活性化活動のNo１０）

総務部を中心として表彰制度の充実の検討

研究成果の広報（活性化活動のNo１９、２０）

学会誌の電子化による内容の充実

研究委員会への予算配分

地盤品質判定士制度など技術認証制度の永続的展開（資格の利
活用促進）

（1）
地盤
工学
の進
歩と
展望

（2）
研究
成果
の評
価と
活用

公益出版部を中心に、学会誌の電子化などの改革を進行中（活
性化活動のNo１３）

調査研究部を中心に、研究委員会、外部資金獲得などについ
て改革を進行中（活性化活動のNo３，４，５）

総務部を中心に広報活動のあり方などを検討（活性化活動のNo
１９）

会員支部部を中心に、ダイバーシティーや会員メリットなどにつ
いて検討（活性化活動のNo７、８）

会員支部部による講習会などの定常的開催、非会員参加などの
検討

技術者資格制度としては、地盤品質判定士などの制度化（活性
化活動のNo２２）

基準部を中心に立ち上げている技能試験制度の確立（活性化
活動のNo２３、２４）

中 技術者教育

1 中

分野横断的な課題への積極的な参画の継続（廃炉など）

別紙－５
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中・長交流の量的拡大と質的
向上

活動方針の策定
ISシリーズの長期的な開催計画

中・長国際活動の意義の周知 会員および社会への活動の広報

中・長アジア地域との交流強
化

二国間の活動の強化・活性化
制度・基準類のハーモナイゼーション

中 S&Fとの相乗効果 特集号や依頼原稿の検討

長 草の根国際活動の支援 データベース構築
支援策の検討

中 学会基準の活用 英文基準の整備
有効な頒布・発信方法の検討

（３）社会への貢献の中長期課題と重点目標

番号 区別 中長期課題 重点目標 現状 積み残し課題

調査・設計・施工・維持管理に関する基準・
技術解説書の作成

GCPD認定プログラムの充実化

各基準解説書のWEB一般公開

海外への基準・マニュアル普及

地盤情報データベースの整備

電子図書館による各種情報の発信

技術清報データベースの整備

自然災害データベースと防災情報の整備

地域地盤・災害研究の推進と成果の公開

行政・他学協会・NPOとの連携

一般向け公開講座・見学会の開催

一般向け地盤技術情報の提供（電子図書
館の利用）

災害復旧・復興における技術支援及び防
災に関する技術提言

行政、関連学協会との協力体制の整備

マスメディアへの情報発信

地盤工学に関わる新分野への取り組み強
化と体系化

（3）
国際
化

国際部を中心としたワークショップや国際会議の開催、JGS開催
国際会議論文の完全公開やe-Journalによる合理化の検討（活
性化活動のNo２、１１、１８）

基準部を中心とした基準の英文化を実施

1 中・
長

調査・設計・施工・維持
管理に関する基準制定

2 中・
長

地盤情報・技術情報
データベースの整備と
一般公開

3 中 地域社会への貢献（支
部活動の活性化）

4 中 公益サービスの拡充

基準部を中心とした基準書の企画立案

CPDプログラムについての見直し

基準課金ダウンロードなどによる基準類の普及（活性化活動の
No１２）

基準部を中心とした基準の英文化を実施

総務部、調査研究部、公益出版部、基準部、事業企画戦略室な
どの組織横断的WG（電子化WG)による電子化の検討（活性化
活動のNo１３、１４、１５、１６、１７、２０）

調査研究部を中心に、研究委員会、外部資金獲得などについ
て改革を進行中（活性化活動のNo３，４，５）

会員支部部における本部支部の連携強化による地域への貢献
拡大（活性化活動のNo２１）

事業企画戦略室などを中心に学術会議などを通じた他学会との
交流（活性化活動のNo１０）

総務部、調査研究部、公益出版部、基準部、事業企画戦略室な
どの組織横断的WG（電子化WG)による電子化の検討（活性化
活動のNo１３、１４、１５、１６、１７、２０）

災害連絡会議による迅速な対応組織の構築

総務部を中心とした広報活動の充実（活性化活動のNo１９、２０）

5 中 災害緊急調査団の派遣
と技術支援

6 中 社会的ニーズへの対応

災害協定など、行政との踏み込んだ関係の構築

一般向けコンテンツの充実、広報の強化

調査・設計・施工・維持管理など全般を網羅した解説書への展開

総括的な電子化ビジョンの構築

44



新技術の認証に関する検討

資格認証に関する検討

*区別には「中」または「長」にて課題の中長期に関する区別を記す。

7 中・
長

認証制度 技術者資格制度としては、地盤品質判定士などの制度化（活性
化活動のNo２２）

基準部を中心に立ち上げている技能試験制度の確立（活性化
活動のNo２３、２４）

地盤品質判定士制度など技術認証制度の永続的展開（資格の利
活用促進）
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氏名 所属 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 備考

1 龍岡 文夫 東京大学 ◎ ◎ ○ H13.7～H16.6

2 寺師 昌明 日建中瀬研 ◎ ◎ H15.7～H17.6

3 日下部 治 東工大 ◎ ◎ H17.6～H19.5

4 土田 孝 広島大 ◎ ◎ H19.6～H21.5

5 西垣 誠 岡山大 ◎ H21.6～H22.5

6 谷 和夫 横浜国立大学 ● ◎ H21.6～H23.5

7 天野 玲子 鹿島建設 ◎ ◎ H23.6～H25.5

8 大原 隆司 四国電力 ◎ H25.6～H26.5,H24は担当理事

9 大林　淳　 不動テトラ ◎ ◎ H26.6～

10 長谷川 修一 香川大学 ● ○ H14.5まで担当理事

11 高橋 嘉樹 不動建設 ● ● ○ H14.7～H17.6

12 青木 雅路 竹中工務店 ○ ○ ○ ● ● H13.7～H18.6

13 真野 英之 清水建設 ● ● H18.7～H20.5

14 原田 健二 不動テトラ ● ● H20.6～H22.5

15 峯田 一彦 ドーコン ● ● *2 H22.6～H23.5,H24はオブザーバ

16 大原 隆司 四国電力 ● ↑ H24.6～H25.5,H25は室長

17 岸田 隆夫 地盤工学会 *2 H25は担当副会長として出席

18 菊池 喜昭 港湾空港技術研究所 ○ ○ ○ ○ H13.7～H17.6

19 桑野 玲子 土木研究所 ○ ○ ○ H13.7～H16.6

20 小峯 秀雄 茨城大学 ○ ○ ○ H13.7～H16.6

21 田中 輝彦 鹿島建設 ○ ○ ○ H13.7～H15.9

22 吉田 輝之 鹿島建設 ○ ○ ○ H13.7～H16.6

23 磯部 隆寿 鹿島建設 ○ ○ ○ ○ H15.12～H18.12

24 谷 和夫 横浜国立大学 ○ ○ ○ ○ ○ H15.12～H20.5

25 外狩 麻子 JR東日本 ○ ○ ○ H15.12～H18.3

26 原田 克之 川崎地質(株) ○ ○ ○ ○ H15.12～H18.12

27 李 圭太 (株)建設技術研究所 ○ ○ ○ ○ H17.7～H21.5

28 安藤 千尋 東建ジオテック ○ ○ ○ ○ H18.9～H22.5

29 宇良 直子 間組 ○ ○ H18.9～H19.7

30 小宮 一仁 千葉工大 ○ ○ ○ H18.9～H21.5

31 高橋 章浩 土木研究所 ○ ○ ○ ○ H18.9～H21.5

32 堀越 研一 大成建設 ○ ○ ○ ○ ○ H18.9～H23.5

33 工藤 理絵 応用地質 ○ ○ ○ H20.6～H23.5

34 佐々 真志 港湾空港技術研究所 ○ ○ ○ H20.6～H23.5

35 浅田 素之 清水建設(株) ○ ○ ○ H21.6～H24.5

36 杉本 映湖 (株)ダイアコンサルタント ○ ○ ○ ○ H21.6～H25.5

37 濱田 泰治 川崎地質(株) ○ ○ ○ H22.6～H25.5

38 高橋 英紀 国土交通省関東地方整備局 ○ ○ ○ ○ H23.6～H27.5

39 山田 岳峰 鹿島建設 ○ ○ ○ ○ H23.6～H27.5

40 鈴木 ひとみ 応用地質(株) ○ ○ ○ H23.6～H26.5

41 並河 努 芝浦工業大学 ○ ○ ○ ○ H24.6～

42 保高 徹生 産業技術総合研究所 ○ ○ ○ ○ H24.6～

43 高梨 俊行 川崎地質(株) ○ ○ ○ H25.6～

44 南部 いづみ (株)ダイアコンサルタント ○ ○ ○ H25.9～

45 渡邉 康司 大林組 ○ ○ H26.6～

46 堀　雅明 応用地質(株) ○ ○ H26.6～

47 渡辺　保貴 電力中央研究所 ○ H27.5～

48 小川　和也 旭化成建材 ○ H27.5～

49 小林　孝彰 港湾空港技術研究所 ○ H27.5～

50 坂梨　利男 鹿島建設 ○ H27.5～

部長・室長 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

担当理事 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 0 0 0

部員 6 7 10 6 5 9 7 7 7 6 6 7 7 8 10

オブザーバー・副会長 1 1

◎：部長、●：担当理事、○：部員

歴代企画部長（事業企画戦略室長）、部員（室員）一覧（H13～H27)   H25から「事業企画戦略室」に改編

別紙－６
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